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診断ツールの狙い

•変動金利を採用している人が、自分の家計に適正があるかどう
かを判断します

•問題があれば、その対策を有効性を検討することができます

•住宅ローンの変動金利が抱えている潜在的なリスクについて、
相談を受けられる人は、現時点では数が少ないため、相談機会
を獲得することを可能にします



診断ツールの構成

家計適性診断

• 家計の状況の把握

• 借入内容の把握

• 診断書の作成

対策検討

• 抽出された課題の明確化

• 借り換えによる効果の判定

• 更に、家計や運用の改善による効果の判定



本ツール特徴

住宅ローンシミュレーター ライフプランソフト 本ツール

金利や諸費用の
データ

銀行であれば、自行のもの
のみ対応
比較サイトは複数の金利等
の情報が登録されている

自分で調べて入力する
のが必要

25社程度の金利、諸費
用その他借入条件が登
録されている

金利上昇パターン 利用者が考える 利用者が考える 検討のためのガイドラ
インあり

5年ルール、125％
ルール

対応あり 対応なし 対応あり

比較検討 ２～３を比較するのみ
シナリオはそのたび

２～３を比較するのみ
シナリオは２つ程度

25社程度を一括比較
ＣＦは24パターン

情報入力 入力に数分程度 入力に１時間程度 入力に20分前後

資産と負債 負債のみ 全体を見てバランスを
とる

全体を見てバランスを
とる



本ツールが必要な理由

•住宅ローンシミュレーター機能とライフプランソフトのシミュ
レーション機能を融合したものは他にはありません

•住宅ローンを検討する時、負債サイドのみで議論しても、コス
ト比較しかできません

•金利の変化は、負債サイドのみならず資産サイドには恩恵を及
ぼすと考えられ、金利変化の家計への影響は、資産負債を同時
に把握しなければ、正確に影響を判断することはできません



本ツールができないこと

•家計を単純化し、現在の収支の状況をふまえつつ、主に三大支
出のみにフォーカスしているため、きめ細かい収支の変化には
対応できません

•金利上昇時に、金融機関ごとに同じような金利上昇が起こると
仮定していて、金融機関ごとに金利の上昇幅を変えることはで
きません



借り換え試算について

現在の住宅ローンの情報を入力し、当月の金利で借り換えをした場合
の効果を試算します



「ローン選択」について



取扱金融機関を調べるには

•住宅ローンの金利情報 | 一般財団法人住宅金融普及協会
(sumai-info.com)

https://www.sumai-info.com/loan-knowledge/kinri.html




キャンペーンを入力する



家計における住居費の位置づけ

•生涯給料は２～３億円、生涯収入２．５～４億円と言われてい
ます

•これから住居費を考えると年齢によっても異なりますが、50年
分で８千万～１．６億円と言われています

•家計における住居費は、トータルで15～35％を占めるとみられ
ます
• 住居費がかさめば、生活費や老後資金が削られることとなります



住宅ローン金利の上昇について

•現在、新規取引で変動金利で借りている人は７割超

•既に借りている人も、半分を超える割合で変動金利で借りてい
ると見られます

•日本銀行が2024年3月に金融緩和政策を修正し、「マイナス金
利」「ＹＣＣ」を撤廃しましたが、1年以内に0.5～1％の追加
利上げがあるともみられています

•従って、金利の上昇時期と上昇幅によっては、家計に大きなダ
メージとなりうるため、対策の検討が必要不可欠です



金利上昇のプロセス

金融緩和
（金利引下げ）

景気回復

物価上昇

金利上昇

円安
輸入品物価上昇

？

設備投資増

賃上げ

需要増



金利上昇時期と上昇幅を入力する

①将来の金利上昇時期を入力しますただ、10年以内に金利は上
昇する可能性が高いと考えて10よりも小さい数字を入力するこ
とを推奨します。わからなければ「３」を入力してください

②金利上昇幅は、推奨は「１、２、３％」です。現在の物価は
２％を超えているため、中心が２％になるように設定するとよい
でしょう。

① ②



フィッシャー方程式

名目金利 ＝ 期待インフレ率 ＋ 実質金利



現在の住宅ローン情報を入力する

•お客様から入手した「償還予定表」または「返済予定表」をも
とに入力します

•それらの表は、入手時点の返済内容が記載されているものが望
ましいのですが、なければ入手できたもので結構です

•いただくデータに、借入時点の情報となるべく直近の返済情報
が掲載されていることが重要です

•固定期間選択型を利用されている場合は、個別にお問合せくだ
さい。







現在の住宅ローンを正確に把握したい

•紛失した場合、金融機関に申し出すれば再発行を受けられます

•記載されていないクリティカルな情報がある場合あり
• いただいた予定表以降に金利をしたり、繰上返済したりした場合には、
計算ができません

• 保証料型の「前払い一括型」か「後払い金利上乗せ型」かどうかの記
載はありません

• 団信特約での金利上乗せ分は、内訳等の記載なし
• 固定期間終了後の優遇水準は、変動金利の場合、ほとんどが全期間優
遇であるため、確認は不要ですが、固定金利選択型の場合には、それ
を個別に確認する必要があります



住宅ローンの情報について

•商品は最大３つまでしか入力できません

•複数入力した場合、借入残高は単純合計で、残存期間は加重平
均となります

•元利均等返済には対応していますが、元金均等返済は対象外で
す

•変動金利については、すべて「5年ルール」「125％ルール」が
適用されます

•繰上返済は入力できません

•入力は、直近のデータを入力してください



既存借入情報の入力について

①②金融機関名、商品名を入力してください

③④⑤⑥⑦借入残高、残存期間、金利タイプ、適用金利、毎月返
済額をそれぞれ入力してください

⑧⑨入力が分からない場合に利用します

⑩現在の住宅ローンが変動金利以外の場合に入力します

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

⑥

⑧ ⑩



⑤金利タイプについて

• 2024年7月版からは、現在の借入金が変動金利に加え、固定金
利も入力できるようになりました。

•変動金利の場合は、①～⑦を入力します

•固定金利の場合には、①～⑦に入力した上で、画面の右端にあ
る入力欄に、追加情報を入力してください。



⑧返済予定表が古いものしかない場合

①返済予定表の最新の年月を入力してください

②③④当該年月の金利、毎月返済額、借入残高を入力してください

⑤完済予定日を入力してください

⑥試算結果を「住宅ローン」の商品１～３のいずれかに反映させます

⑦入力が終わったら「戻る」を押下してください

① ② ③ ④

⑤

⑥ ⑦



⑨ボーナス返済がある場合

①返済予定表の最新の年月を、毎月返済分、ボーナス返済分とそれぞれ入力してください

②③④当該年月の金利、毎月返済額、借入残高をそれぞれ入力してください

⑤完済予定日をそれぞれ入力してください

⑥入力内容を「住宅ローン」の商品１～３のいずれかに反映させます

⑦入力が終わったら「戻る」を押下してください
① ② ③ ④

⑤

⑤

① ② ③ ④ ⑥

⑦



⑩固定金利の追加情報の入力

•現在の住宅ローンが固定金利
の場合に当該欄に入力します
• 金利は３回まで変わるケースに
対応できます

•金利タイプ、固定期間、適用
金利の３つの情報を入力する
（１）金利タイプ

（２）固定期間

（３）適用金利



⑩追加情報の準備

•現在の金利が何年間継続するか確認：返済予定表に記載があり

• 固定期間終了後の優遇金利を確認：要ヒアリング

•現在の店頭金利をHP等で確認：インターネット等で確認

•固定期間終了後の変動金利の適用金利を計算



（１）金利タイプ

•固定金利選択型の場合
• 初回は現在の固定金利選択型の金利タ
イプが入力されているため、次回に
「変動金利」を入力する

• 初回が変動金利の場合は入力不要

•全期間固定（段階金利型）の場合
• 全期間固定を入力してください

• 全期間固定で途中で金利が変わらない
場合は、入力不要



（２）固定期間

•固定期間は、初回、次回、必要であれば次々回に入力してくだ
さい。

•初回の固定期間は、固定金利の固定期間を入力するのではなく、
その固定期間があと何年残っているのかを入力してください

•次回の固定期間は、金利変更が１回の場合は次の式で計算して
入力してください
• 残存期間－初回固定期間（前述）

•段階金利で金利が２回変更となる場合には、次回、次々回は契
約で決められた金利を入力してください



（３）適用金利

• 初回が固定金利選択型の場合
• 適用金利＝店頭金利－優遇金利
• 店頭金利は、当該金融機関のHPで確認してください
• 優遇金利は、お客様にヒアリングします

• どうしてもわからない場合、HPから参考情報を入手します

• 初回が全期間固定の場合
• 契約で決められた金利をそのまま入力します
• 返済予定表には通常記載がありますが、記載がない場合もあります

• どうしても情報が入手できない場合
• 金銭消費貸借契約書または覚書に記載が必ずあります
• 記載がみつからない場合には、銀行に確認してもらってください



変動金利の店頭金利の確認

•銀行のHPの金利一覧等のページに記載あり



固定期間終了後の優遇金利参考情報

•「金利一覧」や「商品紹介」のページなどに小さく記載されて
いることが多い

•幅がある場合には、最大幅を採用する



住宅ローン情報の入力完了

•個人情報の入力は終了となりますので、以下のボタンを押下し
て質問シートにとんでください



借り換えの条件の入力について



借換の希望条件について

①参考に、現在の借入金の残高と残存期間が表示されるので、そ
れを参考に、希望の条件を入力してください

①

②

③

④



①借換条件

•借入希望の金額を入力
• 借入希望金額は、参考に表示されている現在の借入金額合計額を参考
にして入力してください

• 金融機関により借入単位が万円単位、10万円単位とありますが、金融
機関ごとに自動判定して計算されます

•借入希望の期間を入力
• 借入希望期間を入力してください
• 多くの銀行は、現在の借入期間以内の契約を求めますが、延長した場
合には、個別にご相談ください

• 金融機関により、借入単位は年単位、月単位とありますが金融機関ご
とに自動判定して計算されます



②団体信用生命保険の特約について

・団体信用生命保険は、プルダウンメニューから選択してくださ
い。年齢により利用できないものは、ランキングに表示されな
くなります

団信なし：多くの銀行では受付不可

一般団信

がん特約付団信：100％保障のみ対象としています

疾病特約付団信：複数の疾病特約があればすべて対象
複数ある場合は、最安のものとなります

夫婦連生団信：債務免除益問題を説明しよう

ワイド団信



③借入費用について

・借換え費用を現金で支払うか、その諸費用もあわせて借入するかを選択します

●借り換え対象としているのは以下の費用となります

・融資手数料

・保証料または保証取扱手数料

・収入印紙

・抵当権設定費用、解除費用、司法書士報酬

●計算の対象としていない費用は以下の通りです

・経過利息

・繰上返済手数料

・ローンコンサルティング報酬



④フラット20について

・借入期間が20年以下であれば、フラット20を対象に計算しま
すが、20年超の場合は対象から外しています

・しかし、借入期間が25年未満かつ返済額が少し上がっても家
計収支で負担できる場合には、フラット20を対象としてもよ
いと考えます

・例えば、残存期間が22年の場合、フラット20を対象にすると、
ほとんどの商品は22年で借り換えを計算しますが、フラット
20だけは20年で計算することになります。毎月返済額はおそ
らく22年の借入の場合よりも大きくなりますが、総支払額は
減少するため、検討の対象して比較していただきましょう



借り換えの試算を行うため

•年齢は、債務者１の方の年齢を入力してください

•年収１、年収２は適宜入力してください
• 年収２は、収入合算、親子リレー、連帯債務の時に入力していただき
ます



借り換えの審査チェックについて

•借り換えが審査上はねられる可能性があるなら、事前に確認し
ておき、借換えをしない方向で検討をしたい方がよいでしょう

•確認項目が列挙されているので、利用してください

①

②



返済負担率の考え方

①返済負担率＝年間ローン返済額÷年収

年間ローン返済額は、住宅ローン以外も含めて足します

毎月返済額は、審査金利を適用しますが、金融機関ごとにルールが異なり
ます

返済負担率は、金融機関ごとに独自に設定しています

フラット35：年収400万円未満30％以下、年収400万円以上35％以下

みずほ銀行：年収400万円未満35％以下、年収400万円以上40％以下



借入金の追加

②返済負担率の計算には、現在の借入金額の合計がもちいられて
います

従って、「お客様情報2」で申告いただいる内容以外に借入金が
ある場合は改めてご入力いただきます

特に、キャッシング、カードローン、割賦販売、携帯電話の分割
払いについては、ローンと認識されていないことが多いので、慎
重にご確認ください



住宅ローン情報の入力完了

•借換えのための情報の入力は終了となりますので、以下のボタ
ンを押下して借換えランキングを見ましょう



ランキングを確認する
①

②

①変動の列から１つ、固定列から１つをご選択してください
②設定した金利を選択することができます
③３位の下の欄には、銀行を自由に入力して、順位等を確認することができます

③



借り換えの計算について

•毎月返済額は、原則、最優遇金利で計算しています

•借換ランキングにおけるＴＣは、簡易計算を行っています
• ＴＣ＝毎月返済額×期間＋諸費用

• 借換効果の計算では、３つの商品について、簡易計算ではなくそれぞ
れ全期間の返済額を１カ月ごとに計算して合計しています



借り換え効果の確認

•現在の住宅ローン、変動金利、固定金利の３つの違いを見るこ
とができます



借り換え効果の確認

•右はじのチェックボタンを押すと、金融機関名が表示されます



商品別の資産推移

•現在の住宅ローン、変動金利、固定金利の３つの場合の資産が
どのような推移となるかを確認します

•設定した金利のパターンをそれぞれ見ることができます



金融機関別の純資産の推移

•３つの商品別に、金利の推移に応じて純資産がどのように変更
するかを確認いたします



家計の把握について

• 収入と支出を確認する
• 銀行の審査では収入のみを確認する
• 本ツールは、時系列での変化を把握するこを重視する

• 資産・負債を確認する
• 銀行は負債を徹底的に確認する
• 本ツールは、資産は金融資産に絞って確認する

• 収入＝支出＋余剰資金
• 銀行は審査の時点では、確率的に判断するだけ
• 本ツールは、収入と余剰資金を確認することで支出を把握するという方法を
採用



家計の情報の入力について

•入力は２つのシート、入力結果は１つのシート

• お客様情報１：収入、余剰資金、資産と負債、教育費、住居費、
その他大口の支出を入力

• お客様情報２：余剰資金、資産、負債を詳細入力

• 個人情報印刷用：入力した内容の確認



物価上昇を取り上げる理由

•物価上昇は、最初に取り上げることでリスクの存在を実感させ
るのに有効だから
• 物価上昇は、多くの人が実感をしているため、危機感を実感させるた
めには「金利上昇」を話すよりも有効だから

• 物価上昇は家計に極めて甚大な悪影響を与えるため、外す訳にはいか
ないため

•物価上昇率は、ＢＥＩをベースに入力するのを推奨します
• ＢＥＩとはブレーク・イーブン・インフレ率のことで、物価連動債と
利付国債の金利がベースとなったもので



株式マーケットデータから



物価上昇の入力について

•物価上昇は年率での入力となります
• 物価上昇は、「収入－余剰資金－住宅ローン返済額」に対して毎年か
けていきます

①



収入を重視する理由

•「収入の総額≒支出の総額」なので、収入の全体像を確認すれ
ば、全体像を把握できると考える
• 支出の詳細を把握するのは時間も手間もかかるから省略する

•収入と支出が異なるのは、余剰資金または不足資金となる
• 余剰資金があれば、問題がないといえる

• 不足資金がでれば問題であるとわかる



収入について

•定期的な収入
• 給与：収入は１段階の変化のみ入力可能です（賃金上昇率は考慮）

• 年金：年金は現在の収入からの削減率を入力し、変化しない前提です

•一時的な収入
• 退職金：退職金は推定で入力します（賃金上昇率は考慮）

• 年金保険等：予定額を入力します

• 資産運用：予定額を入力します

• 贈与等：予定額を入力します

• 運用収益：現在の運用収益率を入力してもらいますが



収入に関する入力について１

•お客様１
①年齢、②前年年収、③定年予想、④退職金予定額

⑤賃金上昇率、⑥退職後の年収

⑤

④

③

②
①

⑥



賃金上昇の入力について

•あわせて債務者１、債務者２の賃金上昇率を入力してください
• 収入は定年までは毎年かけます

• 年金については物価スライドは考慮しないことにしています

①



退職後の年収

•退職後の年収を入力してください

•年金等を意識した形で、数字を設定してください

•例えば、300万円と入力すると、月換算25万円と
表示されるので、参考にしてください



収入に関する入力について２

•収入を２段階で入力したい場合には、▼を押します。
• 退職後の再雇用や転職などの場合に利用してください



2人目の入力について



二人目の入力について

• 2人目は、基本的な入力は１人目と全く同じ



現在の資産・負債について

•住宅ローンについて：今回の負債の中心ですが、ここでは入力
すぜ、別途入力シートがあります

•その他の借入金について：現在の借入金の明細をすべて入力し
ていただきます

•金融資産について：金融資産について100万円以上のものは原
則入力いただきます

•その他資産について：金融資産以外であれば、入力は不要とな
ります（換金性があるもので、入力の希望があれば入力しても
構いません）



現在の資産の入力について１

①現在の資産残高：金融資産の総合計を入力してください

②運用残高：うち、利回りのある合計残高を入力してください

③運用利回り：平均運用利回りを入力してください

①

③

②



現在の資産の入力について２

•資産・負債をより細かい情報を入力する場合には、▼を押下し
てください



現在の資産の入力について３

•資産の種類別に合計して入力してください
①入金予定日の入力予定額を、種類ごとに合計して入力してください

②入金予定となる時期の年齢を入力してください

③入力したら「戻る」を押下してください

① ② ③



現在の負債の入力について

•ローンの詳細を入力してください
①項目：金融機関名を入力してください

②毎月返済額：入力するのは残高ではなく、毎月返済額を四捨五入で入
力してください

③完済予定時期：完済時年齢でご入力ください

④入力が終了したら「お客様情報１」に戻るを押下してください

① ③② ④



（例）年金保険について

•年金保険や養老保険は、年金保険の項目に入力してください

•満期が異なる可能性があるので、２か所入力できるようになっ
ています

•毎月のかけ金があれば、「余剰資金」の欄の年金保険に入力す
るのを忘れないでください



（例）自動車ローンについて

•自動車で借りたローンは、マイカーローンとか呼ばれています
が、それらを入力します

•入力の項目は、ローンの種類、毎月返済額、完済予定額を３つ
だけ入力してください



余剰資金について

•将来の老後資金を作る原資となる最重要項目です

•本来の会計上のＦＣＦは、「収入ー支出」となります
• 更に住居費、教育費を差し引いたものをＦＣＦと定義します

•ＦＣＦは「預金運用」と「資産運用」にわけています



余剰資金の入力について

①余剰資金は、収入ー支出で計算して入力してください

①
②

③

④



②余剰資金が不明な場合には

（１）1年間の貯蓄増加額
• 直近の貯金残高ーその１年前の貯金残高
• 当該期間にイレギュラーな収入、支出があれば調整
• 調整後差額を1カ月分に換算

（２）1年間の資産運用残高の増加額
• 直近の資産運用合計残高ーその１年前の資産運用合計残高
• 当該期間に入力を開始または終了した場合は、調整します
• 当該期間のキャピタルゲインまたはロスがあれば調整
• 調整後差額を1カ月分に換算

余剰資金＝（１）＋（２）



③内訳の入力について
概要 内訳 FCF 計算方法

収入 647,500 ①

余剰資金 40,000 ②

支出 607,500 ①－②＝③

生活費 577,500 ⑤－⑥＝④

固定資産税等 15,000 ⑤

教育積立金 15,000 ⑥

余剰資金 火災保険 5,000 ⑦

修繕積立金 15,000 ⑧

教育費積立金（増額分） 0 ⑨

投資積立金 10,000 10,000 ⑩

年金保険 0 0 ⑪

IdecoやNISA 0 0 ⑫

その他剰余金 10,000 10,000 ②－（⑦～⑫）＝⑬

ＦＣＦ 20,000 ②－（⑦～⑨）＝⑭



④支出不算入時のチェック

•支出の中に、通常であれば「固定資産税等」「教育積立金」は
算入されている

•しかしながら、何らかの理由で昨年支出がなかった場合には、
チェックボックスにチェックを入れてください
• 例えば、昨年または今年に住宅を購入した場合は、昨年1年の支払いに
含まれていないと見られます

• 子どもが今年の初めに生まれている場合は、昨年１年の支払いに含ま
れていないと見られます

• チェックボックスにチェックをいれると、余剰資金から差し引くこと
となります



支出について

•生活費：個別に判断せず、収入と余剰資金から算出。ただし、
現在負担している固定資産税、教育費積立金、マンション管理
費、修繕積立金はこの中に含まれています

•教育費：教育積立金は、原則、大学費用のための資金の積立額
を入力してください。また、将来子どもを産む予定があれば、
それも加算してください

•住居費：修繕費用は予想して計算していますが、現在負担すべ
き金額を算出し入力してください

•その他：大きな支出が予定されていましたら、入力をしてくだ
さい



生活費は入力しない

•生活費の詳細をヒアリングするのは、時間がかかる上、正確性
が期待できないため、それらを調査、入力する時間は全面的に
カットします

•ただ、前述の通り、住居費、教育費は詳細を確認し入力します

•また、家計の見直しを行うこととなった場合、生活費を削減す
ることを決めますが、具体的に何をいくら削減するかは決めま
せん。その方が早く決定できるからです。あとからじっくり検
討することで、義務感とやる気を引き出せると考えます



教育費の入力について１

①年齢は入力時点のものを入力してください。今後出産予定の子
供がいれば、「－2」才のように入力してください

②学校について、ブルダウンメニューから選択してください

③教育費は、子供５人まで入力することができます。デフォルト
画面では子供１人分の入力欄しかありませんが、▼を押下するこ
と1人分の入力欄が表れます

① ②③

④



教育費の入力について２

②教育費は、表の通り、全国平均値を採用しています。個別に変
更を希望する場合は、表に直接ご入力ください。ただし、必要額
は個々に設定できず、何人いても一様の金額となります



教育費の追加情報

④現在の教育費積立額：「お客様情報２」余剰資金で入力した数

値がそのまま反映します

現在の1人当たり教育費負担分：＠３万円負担としています

これまでの教育費積立額：子供ごとに生まれてから本年まで

「お客様情報２」余剰資金で入力
した数値を、人数や年齢を考慮して

積み立てたと仮定して計算しています



住居費の入力について１

①戸建てをご選択いただいた場合です

②住居購入時期を入力してください

③不動産売買契約金額、工事請負契約の金額を入力してください

①

③

②



住居費の入力について２

①マンションをご選択いただいた場合です

②住居購入時期を入力してください

③不動産売買契約金額を入力してください

④マンション管理費、修繕積立金を入力してください
①

③

②

④



住居費用の追加情報

•戸建ての修繕積立金は、日経新聞（2022年）の記事で掲載され
ていた30年930万円を採用し、期間按分して50年に引き伸ばし
ています

•マンションの修繕積立金は、リフォーム推進協議会調べの30年
329万円を採用し、期間按分して50年に引き伸ばしています

•当該修繕積立金は、共有部の修繕積立金とは別であり、専有部
のためのものです

•専有部の修繕積立金不足は、ここでは考慮していません



老後資金の入力について

①退職時の目標純資産：2,000万円をベースにしつつ、好きな値
を入力してください

②生活費削減の時期：原則、退職時点を入力してください

③退職後の生活費：退職後の年収と同じく想定した数字を入力し
てください

①

② ③



その他支払いの入力について

①その他の支払いがある場合は▼を押下してください

②入力可能なものは、購入が1回のものが２種類、定期購入が２
種類です。購入するものを入力してください

③いつに購入し、⑤いつ終わるのか入力してください

④支払金額を入力してください

① ② ③ ④

⑤



個人情報の入力の完了

•個人情報の入力は終了となりますので、以下のボタンを押下し
て住宅ローンの入力シートにとんでください



質問について

•質問は、変動金利の商品内容を十分に理解しているのかを確認
するためのものです

•質問をしながら、商品の具体的な知識レベルを確認しつつ、不
足している父樹を教えることで先生ポジションを獲得してくだ
さい

•また、リスク管理能力を把握し、リスク管理の重要性を教え込
んでください



変動金利について

•変動金利は金利が半年ごとに変更となる商品です
• 三菱UFJ銀行は毎月変動商品がデフォルトとなっています

•変動金利の金利推移をこの10～20年しかみていない人が多く、
金利は上がることを信じられないがいます

•変動金利の店頭金利は2.375％～8.5％と大きく変化しました



変動する変動金利、変動しない固定金利？

• 変動金利は主に市場の短期金利に連動しますが、短期金利は日銀の金融政
策に影響されるため、ゼロ金利導入以降ずっと動きは鈍いものでした。

• 固定金利は主に債券市場の長期金利に連動してますが、この低金利下では、
複利効果やタームリスクがあるため短期金利よりも、早くそしてより大き
く動く傾向があります



金融引き締め時

•景気が過熱し、物価が高騰したような状況において、中央銀行
が物価を抑制するために金融引き締めを行います

•中央銀行の金融引き締め時期には、変動金利は固定金利を上回
る傾向があります

•現在の欧米では、インフレ対策のために金融引き締めに転じて
おり、逆イールド（短期金利＞長期金利）が常態化しています



金利スイッチ

•変動金利は、いつでも固定金利に変更することが可能です
• ただし、全期間固定金利に変更できる銀行は数少ないです
• 固定金利は、その銀行が提供している固定金利限定されます

•固定金利は、固定期間が終了するまで金利を変更することがで
きません
• 一部例外があります

•全期間固定は、金利を変更できません
• 一部例外があります



知っているようでしらない特約

• 1983年銀行が住宅ローン事業に算入時に、財務省が課したルールで、変
動金利の毎月返済額が激変するのを防ぐために作られたルール（激変緩和
措置）

• 1980年代後半のバブル期にはその役割を遺憾なく発揮しました

• ただし、返済額を一定にするため、金利上昇分、返済額が減少してしまい、
総支払額が高くついてしまう傾向があります



未収利息がない場合の試算

金利が3年後
に2％上昇し
た場合の試算



リスク管理の意思を確認する

• 金利リスクをとったということは、リスク管理をすべきことを認識させる
• 金利上昇時の対策について実行プランがなければ、放置されることになり、意識し
ないままコストが増加してしまう可能性は排除しなければなりません

• 条件変更や借換え、固定期間終了後の優遇など細かい商品性を理解してい
ないまま、変更手続きを行うべきでないと理解していただきます



固定金利も理解しなければならない

•固定金利には、固定期間選択型と全期間固定金利型がある

•固定期間選択型とは
• 固定期間選択型は、固定期間終了後に変動金利か固定期間選択型を自
由に選択できる（指定しなければ変動金利になる）

• 固定期間終了後の優遇金利は、銀行ごとに異なるため個別に確認する
必要がある

•全期間固定金利型とは
• 全期間固定金利は、全期間固定金利と段階金利がある
• 全期間固定金利は期間中金利は変わらないが、段階金利は途中で金利
が変わる

• 段階金利は、金利の変更が複数回あるものもあるが、契約時点ですべ
ての期間の金利が決まっている



変動金利対策を理解してもらおう

•繰上返済をすればよいと考えている人は、十分な資産があるか
を確認してもらいましょう。100万円で返済額3,000円くらいし
か削減できません

•固定金利の金利が高いと、借換えする気がなくなると気づいて
いただきましょう

•その他の選択肢があることも教えてあげてください



質問の終了

•質問は完了となりますので、ボタンをお押下して診断結果をご
確認ください



診断結果について

•診断結果は、４つの観点から診断し総合判定をくだします

• 借り過ぎ判定：将来の資金準備のペースを確認

• 返済額判定：家計収支の赤字化の回数を確認

• 退職時純資産：老後資金準備の確認

• 物価上昇分析：資金ショートの時期を確認



返済額判定について

•借り過ぎについては、ＦＣＦの水準から判定を行います

•基本的にＦＣＦの水準が低ければ、老後資金の準備ができない
可能性がたかくなるため、その水準に応じて借り過ぎかどうか
を判定してます

•年収に対するＦＣＦの水準を重視しており、年収と借入金の関
係は一切考慮していません



ＦＣＦと借り過ぎの判定について

ＦＣＦ 金利がそのまま 金利が1％上昇 金利が2％上昇 金利が3％上昇

A＜B A≧B A＜B A≧B A＜B A≧B

マイナス × × × × × × ×

収入の5％未満 × × × × × × ×

収入の5％以上 △ × × × × × △

収入の7.5％以上 △ × × × △ △ △

収入の10.0％以上 〇 × △ △ △ △ 〇

Ａ＝ＦＣＦ、Ｂ＝金利上昇による毎月返済額の増額分



返済額判定について

•返済額が家計収支に与える影響をみます。
• ただし、住宅ローンだけでなく全体的な収支を確認し、赤字化してい
ないかを確認します

• 赤字化の回数で判定を行っています



退職時純資産について

•退職時の純資産が目標金額を達成しているのかどうか、金利の
変化に対して目標達成ができなくなる割合で評価しています



物価上昇分析について

•物価上昇が家計に与える影響を試算し、資産ショートとなる時
期で判定をしています



総合判定について

•以上の４つの判定をポイント化し、総合判定を行っています

•これまでの診断では、
Ａ判定になった例はありません
Ｂ判定は、数例です
Ｃ、Ｄ判定がほとんどとなっています



判定の解説

• 判定結果がＡであれば、ほぼ何もしないでよいでしょう
• 判定Ａ２であれば、リスク対策のお勉強でもしてもらいます

• 判定結果がＢであれば、簡単か家計の改善が必要です
• 家計の収支は数万円行うだけで、劇的に改善すると思われます
• 固定金利への借換えにチャレンジしてほしいところです

• 判定結果がＣであれば、資産運用が必要でしょう
• 家計収支の見直しだけでなく、資産運用をするなどの収入を増やす努力が必要とな
るでしょう

• より低い変動金利への借換えを望まれるかもしれません

• 判定結果がＤであれば、根本的な家計の見直しが必要です
• 家計収支は５万円以上見直したり、親類からの資金援助も検討する必要があるかも
しれません

• できることをすべてやって、ぎりぎりリスクを排除できるようになるでしょう



住宅ローンが抱える問題をフォーカス

•住宅ローンの返済不能は重要視しなし
• 2020年麗澤大学澤教授によれば、返済不能となる確率は0.35％と推定
されていて、リスクの顕現化はあまり起こらない

•現時点で懸念すべき問題は、金利上昇リスクです
• 金利上昇による家計負担の増大は、老後資金の準備に悪影響をもたら
す可能性が高いと考えている

• また、金利上昇を引き起こす物価上昇のリスクもあわせてケアすべき



リスクマネジメント導入

•リスクがあるのか、また発生する確率はたかいのか

•リスクが顕現化した場合に、影響が大きいのか

•それらのリスクへの対策はあるのか

•それぞれのリスク対策の効果やコスト、実現可能性は

•最終的にリスク対策を実施するのか検討

•実施を決めたら管理体制を構築する



リスク対策を具体的に検討する

●家計に余力があるから大丈夫？

●資金的に余裕があるから大丈夫？

●固定金利に切り替えるから大丈夫？

●借り換えするから大丈夫？

●5年ルール、125％ルールがあるから放置で大丈夫？

●資産運用するから大丈夫？

×繰上返済するから大丈夫？



条件変更と借り換え

•可能であれば、条件変更を優先したいところです
• なぜなら手続きが簡単で安いからです

• 銀行が条件変更に応じないこともあります

•借り換えは、大きく金利を変更できる可能性があります
• 手続きが１カ月以上かかり、試算した金利では借り換えられないリス
クが高い

• 手続きが煩雑で、面倒だと感じる人もいる

• 毎月返済額が１万円以上増額すると、借換えをやめてしまうことも



借り換えする場合、借り換え先の決め方

「借換」シートの最下段を確認してください

①借り換えをする場合は、どちらの銀行にするのかチェックボッ
クスをチェックしてください

①



対策プランの構成

•プランの構成は以下の通り

•現時点での収支・資産等の推移

•退職時の資産負債について
純資産の推移

•対策実行による資産推移の変化



キャッシュフローの作成

•キャッシュフローは24通り計算しています
「物価上昇あり、なし」×「金利４パターン」×「借換え（変動）、借
換え（固定）、なし」

•それぞれ計算はされていますが、すべてを一覧して比較すると
見てもわからなくなるため、物価と借換えの４つの組み合わせ
をベースにして、対策を検討してもらいます
• 物価は上昇があるかないか

• 借り換えは、するかしないかに加え、借換えする場合には、変動金利
と固定金利のどちらかにするかも決めてもらいます



プランＡについて

•原則、物価上昇しない、借換えを行わないことが前提

•ここでは、金利の変化に応じて純資産、資産の推移を確認し、
必要な対策を行う

•このプランをなるべく採用しないようにお考え下さい。なぜな
ら、物価上昇が起こらないと考えるのは非現実的であり、また
資産推移に問題が起こる可能性が低いため、わざわざ対策を検
討する必要性が低いからだ

•家計にて十分な収入がないような場合にのみ採用してください
• 離婚、介護、病気等により収入が急減したケースが考えられます



プランＢについて

•原則、物価上昇するが、借換えはしない前提です

•物価上昇を前提とする場合、対策しなければ問題が発生するこ
とになるでしょう

•このプランを採用するのは、借換えをしないという意向が強い
人になります
• 毎月返済額の負担が大きくなってしまうのを避けたい

• 現在の金利が十分に低い、借入残高が十分に小さい、残存期間が十分
に短い、等、借り換えの効果が薄いと考えられる



プランＣについて

• 原則、物価上昇しないが、借換えはする前提です

• 物価上昇が家計に致命的なダメージを与えてしまうので、検討を放
棄する恐れがある場合、金利上昇のリスクコントロールのみに集中
すべきでしょう

• 借り換えにより金利リスクを抑えることを実行することで、まずは
リスクの一つを排除します
• 物価上昇の問題解決にはいたらない点に留意してください

• より低い変動金利への借換えで、リスク許容度を上げたいと考える
人に向いています

• 固定金利への借換えによる毎月返済額の増加を、受けられるメンタ
ルの強い人だと尚よいです



プランＤについて

•原則、物価上昇し、借換えすることが前提です

•物価上昇、金利上昇という目の前にせまった危機を真正面から
とらえる王道のプランです

•このプランを採用してほしいのですが、このプランで解決策を
見つけることができない人がいるのも事実です

•診断結果の物価上昇の試算を見て、どのプランにするかを検討
してください



現時点での収支、資産等の推移

•プラン毎の前提条件を踏まえた、資産、負債、収支の推移



退職時の資産負債

•金利のより資産負債、純資産の変化を見て、目標達成ができる
ケースとできないケースをみきめます



対策実行による資産推移の変化

•対策実行後に、資産ショートのタイミングを平均余命以降にな
るように調整します



リスク対策の４つのプランについて

•リスク対策は、原則的には以下の方法となる
• 収入の増加

• 本人の収入増加

• 本人以外の収入の増加

• 資産運用の利回り改善

• 支出の削減
• 住宅ローンの条件変更または借換え

• 生活費の削減

• 教育費の削減

• 修繕費の削減



運用利回り改善

•運用利回りの改善は、人により効果が異なります

•当初の運用資産や毎月の運用への積み立ての金額が大きければ
効果が出やすいのですが、そのようなケースは少ないといえる
でしょう

•特に物価上昇を前提とする場合には、ほぼ効果がでないことも
あります

•某住宅ローンアナリストが、固定金利と変動金利の差額分を運
用すればよい、といっていますが、物価上昇、金利上昇が重な
ると、ほぼ効果はありません



家計の見直し

•家計の見直しは、運用利回りの改善に比較して効果が大きくな
ります

•まずは家計の見直しをはかることで、ＦＣＦを増可させ、老後
資金の準備をペースアップさせることが、問題解決の王道であ
るといえるでしょう

•しかし、物価上昇を前提とすると、なかなか期待していたほど
の効果が得られず、資産運用に頼らざるをえなくなるでしょう



家計の見直し＋運用利回り改善

•家計を見直し、現時点の運用の利回りを改善させることで、資
産ショートの時期を平均余命よりも遅くすることができるで
しょう

•物価上昇しなければ、ほぼすべての人が問題が解決されると感
じるでしょう

•しかし、物価上昇のインパクトを完全にコントロールできない
人が何割か発生してしまいます。

•運用利回りを８％超にすれば、簡単に解決できるようになるか
もしれませんが、安定性にかけるため避けるべきでしょう



家計の見直し＋運用改善

•家計を見直し、また、毎月の資産運用額を増額し、現時点の運
用の利回りを改善させることで、ほぼ問題が解決することで
しょう

•物価上昇のインパクトを完全にコントロールできない人は、一
定割合で存在します

•その場合は、物価上昇しない、プランＡまたはプランＣで安全
最優先のプランを作成し、金利リスク回避に集中しつつ、家計
改善をできる限り行ってもらいましょう



入力データの保存について

•入力データ及び試算結果は、各シートにある「印刷」を押下し、
ＰＤＦファイルにしてください

•どのシートを保存するのかは自分で選ぶ
ことができます。印刷したいシートを
チェックしてください
ファイル名を決めて、各自保存する
フォルダ等を指定してください



データの消去について

•データを部分的に消去するのは可能ですが、すべてのデータを
消去したい場合には、シート「お客様情報１」の右上にある
「オールクリア」を押下してください

•個別に入力した情報がすべて消去されます

•誤ってデータ消去を防ぐ前に、できれば「印刷」でデータをＰ
ＤＦに保存しておいてください



顧客データの再利用について

•同じお客様のデータを利用したい場合は、保存されたＰＤＦを
再入力してください

•ファイル名をつけて個別に保管しても、月が替われば金利も変
化してしまいますし、そのファイルが2カ月以内に利用ができ
なくなるため、推奨しておりません



金利の更新について

•金利の更新は月初３営業日以内に行い、最新のファイルを５営
業日以内にアップロードします

•現時点では、イオン銀行のプロパーは毎月10日に、それ以外は
すべて月初に金利更新となるので、ほぼ当月の最新金利となり
ます。

•原則的に、月中に金利を変更しない点、ご注意ください。



不具合があった場合

•不具合があれば、日本住宅ローンコンサルティング協会にご一
報ください

•エクセル・ファイルの問題であれば、開発者であるホームロー
ンドクターに連絡し、解決いたします

•エクセル・ファイル以外の問題であれば、販売者である住宅
ローンコンサルティング協会が解決します

•ただ、推奨環境以外の問題は簡単には解決できないことがある
ので、予めご承知おきください
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